
参考資料９． 世帯主の年齢階級別 1 人当たり所得再分配状況 

○ 再分配所得が当初所得を上回るのは世帯主が 60 歳以上の世帯。 

○ 60 歳以上の再分配所得は、49 歳未満のそれを上回る。 

 
※１ 当初所得：雇用者所得、事業所得、農耕所得、畜産所得、財産所得、家内労働所得及び雑収入並びに私的給付

（仕送り、企業年金、生命保険金等の合計額）の合計額。 
※２ 再分配所得：当初所得から税金、社会保険料を控除し、社会保障給付を加えたもの。 
（資料）厚生労働省『所得再分配調査（平成 17年）』より作成 

 

参考資料 10． 世帯主の年齢階級別１世帯当たり家計資産額(2人以上の世帯・全世帯) 

（万円）

資産合計 金融資産 年間収入

宅　地 住　宅
耐　久
消費財

ゴ ル フ
会員券等

平均 3900 950 2786 2180 606 164 150 14 696

30歳未満 817 -8 679 426 253 146 144 2 469

30歳台 1459 -212 1514 955 559 158 156 2 597

40歳台 2712 148 2393 1708 685 171 164 7 777

50歳台 4160 1020 2955 2325 630 186 170 16 878

60歳台 5556 1884 3499 2877 622 173 145 28 624

70歳以上 5961 2026 3817 3261 556 117 99 18 542

平均 -11.1 6.1 -15.5 -18.6 -2.3 -15.3 -10.5 -45.6 -8.5

30歳未満 -21.2 -113.4 -16.6 -25.3 3.7 -9.8 -10.8 250.0 -2.2

30歳台 -28.6 － -21.3 -30.5 1.6 -12.1 -10.3 -67.9 -7.8

40歳台 -20.7 -47.0 -18.7 -24.2 -0.7 -13.8 -9.7 -57.9 -7.6

50歳台 -16.7 -2.9 -20.6 -23.7 -6.4 -17.2 -10.2 -55.1 -9.2

60歳台 -12.6 -1.9 -17.4 -20.3 -0.2 -15.2 -4.6 -46.6 -7.4

70歳以上 -14.2 -1.2 -19.9 -21.7 -7.4 -10.2 -5.3 -30.0 -2.0

耐久消費財等資産住宅・宅地資産世帯主の
年齢階級

資
産
額

（
万
円

）

対
前
回
増
減
率

（
％

）

1)

 
１）平成 11年度は-59 万円 
（資料）総務省『平成 16年度全国消費実態調査 家計資産に関する結果（速報）』 
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参考資料 11． 国保の所得階級別保険料負担率(平成18年度)<全世帯> 

 
（注）『国民健康保険実態調査報告』における所得階級の区分が一様でないため、世帯所得が 500 万円以上の場合

は、複数の所得階級での保険料負担率が等しくなっている。 

（資料）厚生労働省『国民健康保険実態調査報告』より作成 
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（資料）厚生労働省『全国老人医療・国民健康保険主管課（部）長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議』資料より抜粋

※　それぞれ給付費等の9%、34%、7%の割合を基本とするが、地方単独措置に係る波及増分のカットや、保険基盤安定制度繰入金の一部に相当する額を
　調整交付金としていること等から、実際の割合はこれと異なる。

保険料

医療給付費等総額 ： 約93，700億円

法定外一般会計繰入等
（18年度決算速報値）

 約3,600億円）

財政安定化支援事業

定率国庫負担

参考資料12．　国保財政の現状（20年度予算ベース）

（34%）※

23,100億円

4,800億円（7%）※

（9%）※

6,700億円

前期高齢
者交付金

23,700億円

（約29,400億円）

調整交付金

都道府県調整交付金

市町村への地方財政措置：1,000億円

○高額な医療費(1件80万円以上)の発生による

国保財政の急激な影響の緩和を図るため、各

市町村国保からの拠出金を財源として、都道

府県単位で費用負担を調整し、国及び都道府

県は市町村の拠出金に対して1/４ずつ負担

○事業規模：2,090億円

○普通調整交付金（7%）

市町村間の財政力の不均衡等（医療

費、所得水準）を調整するために交付

○特別調整交付金（2%）

画一的な測定方法によって、措置でき

ない特別の事情（災害等）を考慮して

交付

国 計 ： 30,700億円

都道府県計 ： 7,900億円

市町村計 ： 1,000億円

公費負担額

50% 50%

調整交付金（国）

高額医療費共同事業

高額医療費共同事業

保険財政共同安定化事業
○市町村国保間の保険料の平準化、財政の安

定化を図るため、平成18年10月から1件30万円

超の医療費について、各市町村国保からの拠

出金を財源として、都道府県単位で費用負担

を調整

保険財政共同安定化事業

【保険者支援分】

○低所得者数に応じ、保険料額の一定割合

を公費で補填

事業規模：710億円

（市町村1/4、都道府県1/4、国1/2）

【保険料軽減分】

○低所得者の保険料軽減分を公費で補填

事業規模：3,230億円

（市町村1/4、都道府県3/4）

保険基盤安定制度

（保険料軽減分）

（保険者支援分）

都道府県が、各都道府県内の市町

村の財政を調整するため、政令の定

めるところにより、条例で交付

平成17年度より導入

都道府県調整交付金

○国保・被用者保険の65歳から74歳の

前期高齢者の偏在による保険者間の

負担の不均衡を、各保険者の加入者

数に応じて調整

前期高齢者交付金
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